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乳幼児期子育て支援の現状と課題：臨床心理学的地域
援助の実践に向けて

鬼塚　史織　　九州大学人間環境学研究院

Research Review and Prospects of Childcare in Infancy: Toward the Provision of Community-based Clinical 
Psychology Support 
Shiori Onitsuka（Faculty of Human-Environment Studies, Kyushu University）

The purpose of this study was to clarify the issue of childcare support in clinical psychology by reviewing previous 
research. First, we identified the need to provide “ibasho” for the mother in her community, for example through a child-
care group, in order to prevent them from isolation. Second, we examined the quality of the mother’s “ibasho” by study-
ing the functioning of Childcare Groups. It is suggested that participation in childcare groups is good for reducing moth-
ers’ child-rearing anxiety. Thus, there is a need to examine mothers’ participation in childcare groups, focusing on their 
“ibasho” and level of group participation, in order to understand mother’s experiences and to identify their needs for 
childcare support. In future, we aim to build a system for the provision of community-based clinical psychology support 
in childcare using the knowledge from previous research and the practice of childcare.
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1．問題と目的

乳幼児期の子育ては不安や悩みが伴うことが社会に認
知されて久しく，多方面にわたって子育て支援が展開さ
れている。それらに関する研究は，母子保健，保育，福
祉，社会学などの分野で積み重ねられてきた。そして臨
床心理学の分野においても，子育て支援への機運の高ま
りがみられる。青木 （2010） によると，日本心理臨床学
会大会における子育て支援に関する研究発表数は，2000
年から 2003 年までは，30 件前後の発表だったが，2005
年から 2010 年まで 2 倍から 3 倍に伸びていることが指
摘されている。また，テーマ別発表件数において，乳幼
児への支援テーマは，2005 年を境に最多のカテゴリー
となったことからも，国の施策に伴って，臨床心理士が
その分野で活動することが増加している状況が見えてく
る （青木， 2010）。臨床心理学の専門性を生かした子育て
支援の需要の高まりが示唆されており，今後，臨床心理
士が携わる子育て支援の展開も期待されている。子育て
支援においては，個別支援はもとより，すべての親が対
象となる「予防」が重視され，臨床心理士の臨床心理学
的実践の 3 本目に挙げられている「臨床心理学的地域援
助」に基づいて活動を行なうことが求められると考え
る。

本研究では，乳幼児期の子育てをする母親への臨床心
理学的地域援助の実践に向けて，あらためて，乳幼児の
子育てをする母親の抱える問題と，それに関わるこれま
での子育て支援研究について概観し，現況の子育て支援

の限界や臨床心理学分野における今後の子育て支援の課
題を明確にすることを目的とする。

2．日本の母親の抱く育児不安とその要因

親となる経験は，多くの女性にとって Erikson の示し
た成人期の心理・社会的発達課題である「生殖性」を達
成する経験であると考えられ，その肯定的意義も示され
ている（柏木・若松， 1994）。しかし同時に乳幼児期の
子育ては，多くの親が不安や悩みを抱えることも社会的
に認知されるようになった。乳幼児期の子育てにおける
親の困難は，“育児不安”（牧野， 1982） を中心として，
他にも“育児ストレス”（佐藤ら， 1994） などの多様な概
念で検討され，その定義には混乱が生じている。

吉田 （2012） は育児不安研究を概観し，育児不安の概
念の捉え方について次のように分類している。①子ども
の授乳や睡眠，排泄等に関する具体的な心配事としてと
らえる立場 （鈴木， 1980），②育児にまつわるストレスと
してとらえる立場 （佐藤ら， 1994 ; 田中・難波， 1997 ; 手
島・原口， 2003），③育児に限らず家事や生活の総体か
ら産み出される母親の生活ストレスとしてとらえる立場 

（諏訪ら， 1998），④母親が育児に関して感じる疲労感，
育児意欲の低下，育児困難感・不安としてとらえる立場 

（牧野，1982 ; 川井ら， 1996 ; 吉田ら， 1999， 荒牧・無藤， 
2008） の 4 つである。さらに吉田は，これらの中でもと
くに④の立場が，母親の実態に即していると言及してい
る。育児不安の内容は，たとえば，“母親自身の育児能
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力に対する不安”と“子どもの成長・発達に関する不安”
を含む「不安感」と，“自分のおかれている状況に対す
る否定的感情”を表す「負担感」 （荒牧・無藤， 2008） で
あったり，“子どもの状態や行動に関するストレス”と，

“子育てに対する親の不安に関するストレス” （佐藤ら， 
1994） などに分類される。さらに佐藤ら（1994）は，子
育ての困難を過程として捉え，母親がたとえ子どもの状
態や行動をストレスフルであると評価しても，それがす
ぐに精神健康に影響するのでなく，“どうにもならない”

“夫が手助けしない”など母親の対処可能性やサポート
の期待について否定的な評価がなされたときに精神健康
の悪化が起こるというモデルを示した。つまり，ストレ
スフルな状況を経験しても，対処できるものであった
り，すぐにサポートを受けることができるならば，育児
不安が高まることはないと考えられる。育児不安の要因
について言及した先行研究では，夫婦関係と社会的な人
間関係のあり方 （牧野， 1982）， 子どもと二人きりで過ご
す毎日の繰り返し （難波・松本，2001）という母親の孤
立に関するものが多く示されている。このことからも，
乳幼児期の子育て期に親子が孤立してしまいがちな社会
背景が，親の負担を増加させている状況が窺える。した
がって，乳幼児期の親を孤立させないための支援が必要
であることが窺える。

3．日本における子育て支援の取り組み

3-1．日本の子育て支援政策
まず，日本の子育て支援政策について整理する。日本

の国の政策としての子育て支援は，1988 年に合計特殊
出生率が 1.57 へと低下したことを契機に，少子化対策
として 1990 年代から始まった。以後，さまざまな支援
の政策が策定されてきた。開始当初の事業は，働く女性
の支援として地域の保育機能の充実が中心であった。し
かし現在の支援は，地域の保育機能の充実や，親がゆと
りをもって子育てができるような地域の子育て支援拠点
や一時保育の充実などの，すべての子育て家庭を視野に
おいた地域の取り組みに重点が置かれている （大日向， 
2008a）。具体的には，1993 年創設の地域子育て支援セ
ンター事業 （以下，「センター事業」）や，2002 年創設の
つどいの広場事業 （以下，「ひろば事業」）から取り組ま
れるようになった。これらの事業は再編等を経て，2012
年に成立した「子ども・子育て支援法」では，「地域子
ども・子育て支援事業」（13 事業） の 1 つに位置づけら
れ，量的拡充とともに質の向上が目指されることとなっ
た。とくに，事業の中でも 3 歳未満の子どもをもつ女性
の約 8 割は家庭で育児をしている現状や，社会からの孤
立感や疎外感を抱える親への支援として設置を促進して
いるのが「地域子育て支援拠点事業」である （厚生労働

省，2011）。この事業では，乳幼児と保護者が相互の交
流を行う場所を開設し，①親子の交流の場の提供，②相
談援助，③情報提供，④講座等の実施の 4 つを基本事業
として展開する。その事業形態はさまざまな変遷を経た
が，拠点事業には，地域と子育ての双方を捉えて，一体
的に支援を展開することが期待されていることが考えら
れる （橋本， 2014）。海外においても地域の親子を対象と
し，「地域」，「交流」，「相互扶助」に重点をおいた子育
て支援が展開されている。たとえばイギリスでは，出産
後から助産師や Hearth Visitor （子ども専門の保健師） に
よる手厚い個別の家庭支援と，子どもと家族への多種多
様な支援を行なう中心的存在として，地域に Children’s 
Center が設置されている。この Children’s Center を中心
として，多くの団体が地域の身近な場所で子どもが遊べ
る場を定期的に提供している （土屋， 2012）。そのほかに
も，カナダのファミリー・リソースセンター （小出，
1999 : 伊志嶺， 2012），ニュージーランドのプレイセン
ター （佐藤， 2007：島津， 2012） などが挙げられる。

したがって，現況の子育て支援の方向性は，地域の親
子を対象とし，地域全体で子育てを支援するネットワー
クの整備を目指しているといえる。

3-2．地域子育て支援における臨床心理士の活動
つぎに，臨床心理士が地域の子育て支援においてどの

ように活動してきたのかについて概観する。育児不安に
対する地域子育て支援のひとつとして，親や保護者の養
育技術の獲得を目的としたペアレント・トレーニングが
行われてきた。ペアレント・トレーニングは，親や保護
者に子どもの養育技術を獲得させようとするトレーニン
グの総称である（大隈ら， 2001）。とくに発達障害児の
親を対象とした実践活動が多く展開され，トレーニング
の前後で，養育者の自尊心が上昇したり，育児ストレス
が低減することが明らかにされている（Anastopoulos et 
al., 1993）。日本では，初期の免田ら （1995） の精神遅滞
児についての報告に始まり，その対象は発達障害児にと
どまらず，定型発達児の親を対象として行われた報告 

（立元・岡本， 2003；東川ら， 2005） も散見され，予防の
分野にも広がっている。そのため，各地域で養育技術の
訓練に特化しないような育児プログラムである「No-
body’s Perfect」（Catano, 2000） などの実践報告 （望月ら， 
2013） もみられるようになり，養成講座を受けた市民が
ファシリテーターを担うプログラムも多く存在する。

近年子育て支援のあり方は，専門職従事者から地域住
民を巻き込んだ「協働」する地域のシステムの構築が課
題とされ，地域に暮らす者同士が「支え―支えられてお
互い様」の関係を大切にした活動 （大日向， 2008b） が目
標とされ，臨床心理学的支援においても，子育て支援と
してのコミュニティ・アプローチの重要性が指摘されて
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いる （滝口，2003）。しかし，地域子育て支援拠点を始
めとする日常的に地域の親子と関わる活動に関する臨床
心理士の報告は，個別支援に焦点を当てた実践や研究の
報告が多い （小川， 2010；早野ら， 2014）。前述のトレー
ニングやプログラムも，多くが週 1 回 2 時間程度のセッ
ションに少なくとも 5，6 回参加することが求められる
ため，参加者はある程度意欲の高い親に限定されてしま
う可能性が考えられる。したがって，参加者が限定され
ないような，すべての子育て家庭を視野においた予防的
活動も含めて地域活動の実践や研究を積み重ねる必要が
あると考える。

そして，地域で働く臨床心理士の支援については，次
のようにまとめられる。まず，他職種の専門家やボラン
ティア，家族と同じ場で働きながら，相互の理解が深ま
り協調体制が出来るように働きかけること （馬場， 2010） 
や，人と人をつなぐ，人と支援をつなぐ，支援者と支援
者をつなぐこと （冨田・青木， 2009） が重要な役割であ
ると考えられる。さらに，子育て支援において臨床心理
士は，自ら地域に出向き，ネットワークの一員として求
められる役割を果たすという新たな「地域モデル」が必
要となる （三沢， 2004） ことや，臨床心理士が独自に実
施できる親支援のシステムを構築することの必要性が指
摘されている （東山， 2010） ことから，現場の現状に即
した支援を新たに構築していくという役割を担う必要が
あると考えられる。

4．地域子育て支援の取り組み：子育てグループ活動

前章で述べた地域子育て支援事業を始めとして，近年
の子育て支援において，物理的な親子の「居場所づくり」
の支援が各地で積極的に展開され，母親の孤立化への支
援を強化してきた。しかし大豆生田 （2006） は，子育て
ひろばの実践から，ただ空間さえ用意すれば，そこが

「居場所」となったり，そこに「支え合い・育ち合い」
の関係性やネットワークが生まれるわけではないことを
指摘し，ひろばの質的拡充という課題を挙げている。し
たがって，母親の居場所づくりにあたり，その質の向上
を図るためには，母親の居場所について検討する必要が
あると考える。そのため，本章では子育て中の母親の
もっとも身近な居場所として子育て支援が展開し始めた
当初から存在している子育てグループ 1）に着目する。

4-1． 母親の居場所
地域で活動する子育てグループは，専門スタッフの有

無，運営方法，活動頻度などはさまざまであるが，未就
園児の親子を対象とし，親子ともども子育ての情報交換
や交流を深める場として展開されている。そして，子育
てグループに関する研究は，量的研究から個別事例を含

む質的研究まで幅広い領域において検討されている。ま
ず，子育てグループについて居場所という視点から先行
研究を概観する。

居場所という言葉は，1980 年代の不登校問題から設
立されたフリースクールから注目され始め （住田， 
2003），1992 年の文部省の報告書で学校内での「心の居
場所」づくりの必要性が指摘されて以降さらに「居場所」
づくりの活動やその実践報告が増えてきた。杉本・庄司 

（2007） はこれまでの居場所研究を概観し，「居場所」の
定義や言葉の使われ方は，物理的な場所だけでなく （1） 
存在の肯定，存在の実感等自己存在感に関するもの，（2） 
精神的な安心や安定に関するもの，（3） 他者から認めら
れることや，受容に関するものの心理的な側面が含まれ
ることが多いこと，さらに，三本松 （2000），小沢 

（2000），藤竹 （2000） などの先行研究から，「居場所」は，
自分で「居場所」と感じて居るか否かを問う視点と人と
のかかわりを問う視点から分類して分析する必要がある
ことを指摘している。また中藤 （2013） も同様に居場所
に関する先行研究を概観した。そこから，とくに心理臨
床領域における居場所は，「安心して居られるところ」
といった意味の他に，否定的・病理的な側面も含めた

「ありのままの自分で居られる場所」といった意味で用
いられていることを指摘した。

居場所をキーワードとした子育て支援に関する報告は
活動紹介や，実践事例が多いなか，中西 （2000） の研究
は，母親の抱く育児不安と居場所の関連を実証的に示し
た数少ない先行研究である。中西は，幼稚園・保育園に
通園する親を対象に，家庭と社会における居場所感と母
親の時間的展望，育児不安の関連について調査した。そ
の結果，居場所感を構成するものは，安心感・役割感・
受容感であることや母親の不安や焦りには，家庭や社会
における居場所感が大きく影響していることを示した。
具体的には，家庭や社会において自分の居場所を感じて
いる母親は，主体的に自己の生き方を選択していく意思
決定を持っており，未来に対しても肯定的な感情を持っ
ていることが示され，また育児に対しても肯定的な感情
をもっていることを示した。また松永 （2005） は，社会
的エスノグラフィーの手法を参照に事例研究を行ってお
り，地域の子育て支援センター2）に半年間週に 1， 2 回
通った中の 1 日分の来所者と職員の動きと会話の筆記記
録から，子育ての「労力」が楽しみに変換したのか，ま

1�）子育てサークル （子育てに関わる活動を企画運営するグルー
プ），サロン （親子が自由に過ごす場所の提供），ネットワーク 

（地域の子育て支援活動が連携するためのネットワーク活動） を
総称して子育てグループとする。� �
2�）子育てひろば，地域子育て支援センターは，主に厚生労働省
の地域子育て拠点支援事業として設置が進められている施設で
ある。活動は多様だが，子育て中の親子への交流機会の提供，相
談援助，情報提供，講習などが行われている。
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たそれがどのように解消したのかについて検討した。そ
の結果，親子の「居場所」づくりのために，スタッフが

「①評価しないで受け入れること」，「②情報交換」，「③
交流を促す」よう関わっていたことから，子育て支援セ
ンターは親子にとって「子育て中の日常生活を楽しむた
めに必要な，生活の一部になっている」という意味の

「居場所」となっていたことを示唆した。
以上のように，子育て支援では母親の居場所があるこ

とが有効であると考えられ，その居場所においては先行
研究における居場所の心理的側面として挙げられる体験
をしていることが示唆される。居場所づくりは，当事者
たちが自分たちの居場所として獲得していくプロセスそ
のものだと考えられている （松田，2005） 一方で，子育
て支援の現場では母親がどのようにその場を居場所とし
ていくのかについての研究は，個別事例の検討 （松永， 
2005；大豆生田， 2006） であることが多く，さらに研究
を積み重ねる必要がある。

4-2．子育てグループにおける母親の体験
次に，子育てグループにおける母親の体験について概

観する。母親の子育てグループへの参加に関して，量的
研究においては，参加による母親の子育て意識の変化 

（横川・小田， 2012）， 活動への関わり方とそれによる母
親のグループへの評価や活動意向（結城， 2002）， グルー
プが母親や地域にもたらした効果 （吉野ら， 1997） など
が検討されている。横川・小田 （2012） は，自主運営し
ている 13 の子育てサークルに参加する母親 231 名の質
問紙調査を行なった。分析の結果，活動に積極的な参加
傾向を示すほど「充実感」が高くなる傾向が確認され，
活動への参加の仕方と，母親の子育て意識が肯定的な方
向へ変化することとの関連が示唆された。また結城 

（2002） は，子育てサークルの実態を調べたはじめての
全国調査のデータ （子育てサークル研究会， 2001） から
サークルのメンバー5000 名 （有効回答率 43.9％） のデー
タを検討した。そして，サークル活動は他のメンバーと
の協同作業で成り立ち，母親は自ら積極的に活動に参与
していこうとする意識 （「協同性志向」） とサークル内の
雰囲気を重視しながら，自らの行動を全体の歩調に合わ
せようとする意識 （「関係性志向」） に影響を受けながら
サークル活動に関わっていることを示し，これらの意識
の高低と活動に対する評価や見方の違いを分析した。そ
の結果，協同性志向が高いメンバーは，活動については，
意見交換が活発に行われ，まとまりがあるという評価を
し，サークル加入による好影響があったと認識し，さら
に活動を継続・拡大する意思を持っていた。これに対し
て，関係性志向が高いメンバーは，活動については否定
的な評価をし，活動により，親同士の人間関係に煩わし
さを感じるようになる傾向が示唆された。そして吉野ら 

（1997） は，保健師がグループ発足のきっかけをつくり，
当事者が主体的に活動している 6 つの子育てグループに
参加する母親 88 名を対象に調査を行なった。その結果，
メンバー同士が育児や育児以外のことを相談しあいなが
ら，相互に助け合い，家族機能を補完しており，孤立し
がちな母子にとっての社会資源となり，自分が経験した
ことをさらに広げて，地域の育児力を高める役割をして
いることが示唆された。

また質的研究においては，看護専門職の関わるグルー
プにおける母親の体験 （原田， 1996）， グループにおいて
母親が認知した支援者からの支援 （中谷， 2008） などが
検討されている。原田 （1996） は，保健所や助産院で行
なわれている看護専門職が関わるサポートグループに参
加する母親 14 名にグループにおける母親の体験につい
て面接調査を行ない，グラウンデッドセオリーアプロー
チを用いて分析を行なった。その結果から，グループに
おける仲間との関わりは，母親としての自分の存在が保
証されることであり，また子どもと生きてゆく未来へ向
けて自分の力に気づくことであり，そして母親という自
分に自信をつけ力を獲得した母親の中には，グループに
とどまることなく母親以外の自分を求めて巣立とうとす
る者もいることが示唆された。また中谷 （2008） は，地
域で勢力的に子育て支援活動を行なう市民団体 B の活
動に参加する母親 10 名に面接調査を行ない，支援者と
の関わりの中で母親側にどのような「体験」や「気づき」
があるのかについて検討している。その結果から，他者
との違いを肯定的に感じられるように親たちをエンパワ
メントし，主体を担う存在としての変容を促すための，
支援者の役割を示した。

以上の先行研究から，子育てグループへの参加は，母
親の育児不安の軽減や母親が相互に助け合ったり，学び
を得られるような他者とつながる機会となり，母親がエ
ンパワメントされ，それが地域の育児力の向上に資する
等の肯定的な意義が示されている。つまり子育てグルー
プでは，「支援提供者から利用者への一方向の支援提供
ではなく，利用者の意思により支援を提供する側にもな
りうる活動であること。活動することにより，利用者と
支援提供者自身が自己実現及び充実感が得られること。
そして，子育ての当事者である親が中心となって支援を
実践している活動を指すもの」（金山， 2004） と定義され
る相互支援活動が行なわれているといえる。そして同時
に，そこでは母親の参加の仕方がその効果に関連してい
ることが窺える。

一方で，子育てグループへの母親の参加の仕方に関し
ては，無料で提供されるサービス型の子育て支援が，か
えって親の主体性を奪い，市民活動を潰す事態が生じて
いる （原田， 2002） という指摘もある。これに対して寺
田 （2012） は，親子の主体性を育成するためには，他の
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親子と相互関係をつくることが求められると指摘する
が，今後子育て支援現場での実証が課題であるとも述べ
ている。子育て当事者の情報収集能力，公的機関に依存
しない独自の活動，ニーズを一番良く知っているという
子育てグループの力を生かすことが支援の一つの方向性
である （武田， 2002） ことからも，地域に根付いた活動
を行う当事者の体験を詳細に理解することの意義が窺え
る。まずは当事者の活動の中で母親にとって支援となっ
ている体験を理解した上で，親の主体的な活動を促すた
めの子育て支援のあり方を検討する必要があると考え
る。そのためには，地域の子育て当事者が活動する子育
てグループの質的な研究を行うことが有効であると考え
る。

5．まとめと今後の課題

本研究の目的は，乳幼児期の子育てをする母親への臨
床心理学的地域援助の実践に向けて，乳幼児の子育てを
する母親の抱える問題と，それに関わるこれまでの子育
て支援に関する研究について概観し，現況の子育て支援
の限界や臨床心理学分野における今後の子育て支援の課
題を明確にすることであった。

まず，乳幼児期の子育てにおいて親子が孤立しやすい
社会背景が，親の負担を増加させているという状況か
ら，乳幼児期の親を孤立させないための支援が必要であ
ることが窺えた。その具体的な支援としては，地域にお
いて母親の居場所があることが有効であると示唆され，
政策としても居場所づくりが展開されている。しかし，
その研究知見の積み重ねが不足しており，居場所の質の
検討が課題として考えられた。次に，居場所の質の検討
として，母親の身近な地域の居場所としての活動である
子育てグループに関する研究を概観した。その結果，子
育てグループは母親の居場所として機能していることが
窺え，また母親の育児不安の軽減などの肯定的な意義が
示され，母親の参加の仕方がその効果に関連しているこ
とが窺えた。しかし，その詳細な体験に関する研究は数
少なく，当事者の活動の中で母親にとって支援となって
いる体験を理解することがまず必要であると考えられ，
そこから得られた知見をもとに，地域の現状，子育て支
援の現場の状況を鑑みながら，それに即した支援を新た
に構築していくという役割を臨床心理士が担うことが専
門職として求められている課題であると考える。

したがって，まずは地域で活動してきた子育てグルー
プの実証研究を積み，相互支援活動に携わる当事者の体
験を明確にした上で，それを生かした臨床実践を行な
い，子育て支援における臨床心理学的地域援助の具体的
方策を構築することが今後の課題である。
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